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○山形市格付等級指定型条件付一般競争入札実施要領 

 

（趣旨） 

第１条  この要領は、この市が発注する建設工事に係る入札契約事務の透明性及び競争性を高 

  めるため、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号｡以下「施行令」という。）第１６７ 

  条の５の２の規定により資格を定めて行う格付等級指定型条件付一般競争入札を実施するこ

とについて、必要な事項を定めるものとする。 

（対象工事） 

第２条  格付等級指定型条件付一般競争入札の対象となる工事は、次に掲げるものとする。 

  (1)   土木一式工事、建築一式工事、電気工事、管工事及び舗装工事のうち、１件の設計金額

が２００万円を超えるもの 

(2)  その他市長が必要と認める工事 

（発注工事の選定） 

第３条  市長は、山形市工事指名競争入札参加者審査委員会規程（昭和４３年市訓令第７号） 

  第２条第２項に規定する１号審査会又は２号審査会の議を経て、格付等級指定型条件付一般競

争入札に付する入札を選定するものとする。 

（入札の公告等） 

第４条  市長は、第２条各号に掲げる工事を格付等級指定型条件付一般競争入札に付するときは、 

  山形市契約規則（昭和３９年市規則第１８号｡以下「規則」という｡）第１８条の規定に基づ 

  き公告をするとともに、その周知を図るものとする。 

２  前項の公告（以下単に「公告」という。）は、別記様式第１号により行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、電子入札システム（規則第１７条第３号に規定する電子入札シス

テムをいう。以下同じ。）による入札を行う案件（以下「電子入札案件」という。）の場合にお

ける公告は、別記様式第２号により行うものとする。 

（入札参加者の資格） 

第５条  格付等級指定型条件付一般競争入札に参加できる者は、次に掲げる資格を満たすもの 

  とする。 

  (1)   施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。 

  (2)   規則第２５条第２項に基づき、競争入札参加資格者名簿に登載されていること。 

  (3)   発注工事の工種に係る建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく許可を受けてい

ること。 

  (4)   建設業法第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止の期間中でないこと。 

  (5)   山形市工事請負業者指名停止要綱（平成７年４月１日施行）に基づく指名停止の期間中

でないこと。 

  (6)   山形市内に本店又は建設業法第３条第１項に規定する営業所を有していること。 

  (7)   山形市建設工事請負契約約款第４９条第１１号の規定に該当しない者であること。 

(8)  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続（同法に基づく更生計画の

認可の決定後である場合を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく

再生手続（同法に基づく再生計画の認可の決定後である場合を除く。）中のものでないこと。 

(9)  電子入札案件の場合にあっては、山形市電子入札運用基準（平成２２年４月１日施行。

以下「運用基準」という。）第４条第１項の規定に基づき電子入札システムによる利用者登

録を行っている者又は運用基準第６条に規定する紙入札参加者であること。  

(10)   その他工事ごとに定める条件を満たしていること。 
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（入札参加資格の確認） 

第６条  前条の資格の確認は、工事の請負に係る指名競争入札参加者の等級別格付に関する規 

  程（昭和５７年市告示第３５号）に基づき、第２条に規定する対象工事のそれぞれＡ等級、 

  Ｂ等級又はＣ等級に格付された者について、市長が、その者が前条各号に掲げる資格を満た 

  しているものと見込んで行うものとする。 

２ 格付等級指定型条件付一般競争入札の電子入札案件に参加しようとする者は、規則第１９条

第２項の規定に基づく申請を所定の日時まで行い、入札参加資格の有無について確認を受けな

ければならない。 

３ 市長は、前項の申請があったときは、その申請を行った者に対し、入札参加資格の有無につ

いて確認を行うものとし、その結果を通知するものとする。この場合において、入札参加資格

がないと認めた者に対しては、その理由を付さなければならない。 

（入札参加資格者証の交付） 

第７条  市長は、前条第１項の規定により格付等級指定型条件付一般競争入札に参加する者に必

要な資格を確認したときは、その者に対し、一般競争入札参加資格者証（別記様式第３号）を

交付する。 

（設計図書の貸出等） 

第８条  設計書、仕様書、図面等の設計図書の貸出又は閲覧は、公告した日から入札日の前日ま

で、公告で示された格付等級に該当する者に対して行うものとする。 

２  前項の規定により設計図書の貸与を希望する者は、一般競争入札参加資格者証を提示し確認

を得てから借り受け、期間は１日単位とし当日中に返却しなければならない。 

３ 設計図書の貸出・閲覧の方法等については、公告に定めるものとする。 

（入札への参加） 

第９条  電子入札案件に係る格付等級指定型条件付一般競争入札に参加しようとする者は、第６

条第３項の規定により入札参加資格があると認められなければ、当該入札に参加することがで

きない。 

（入札の無効） 

第 10条  当該公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を行った者 

  のした入札、入札書の金額が工事費内訳書の積算金額と異なる入札その他の入札に関する条件

に違反した入札は、これを無効とする。 

    附    則 
  この要領は、平成１２年６月１日から施行する。 
  附  則（平成１３年５月改正） 
この要領は、平成１３年６月１日から施行する。 
附  則（平成１９年４月改正） 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 
附  則（平成２１年４月改正） 

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 
 附  則（平成２２年４月改正） 
この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 
附  則（平成２４年３月改正） 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 
附  則（平成２５年４月改正） 

この要領は、平成２５年４月２６日から施行する。 
附  則（平成２６年３月改正） 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 
附  則（平成２９年４月改正） 

この要領は、平成２９年４月２１日から施行する。 
附  則（平成３０年３月改正） 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 
附  則（令和２年４月改正） 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 
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附  則（令和６年３月改正） 
この要領は、令和６年４月１日から施行する。 
附  則（令和７年３月改正） 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

 

山形市公告       

 

  下記のとおり、格付等級指定型条件付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１６７条の６及び山形市契約規則（昭和３９年市規則第１８号。以

下「規則」という。）第１８条の規定に基づき、公告する。 

 

          年    月    日 

 

                                           山 形 市 長        名                 印 

 

１  入札に付する事項 

  (1)  工事名 

  (2)  工事場所 

  (3)  工期 

  (4)  入札参加資格 

  (5)  予定価格                                                    別記のとおり 

  (6)  前払金の有無 

 (7) 部分払の有無 

２  入札執行の日時及び場所 

  (1)  日  時          年    月    日（   ）      時から 

  (2)  場  所     

３  入札参加者の資格 

  (1)  工事の請負に係る指名競争入札参加者の等級別格付に関する規程（昭和５７年市告示

第３５号）に基づく資格を有するものであること。 

  (2)  地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。 

  (3)  規則第２５条第２項に基づき、競争入札参加資格者名簿に登載されていること。 

  (4)  本件工事に対応する工種に係る建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく建設

業の許可を受けていること。 

  (5)  山形市内に本店又は建設業の許可に係る営業所を有していること。 

  (6)  建設業法第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止の期間中でないこと。 

  (7)  山形市工事請負業者指名停止要綱（平成７年４月１日施行）に基づく指名停止の期間

中でないこと。 

(8) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続（同法に基づく更生計画 

の認可の決定後である場合を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基

づく再生手続（同法に基づく再生計画の認可の決定後である場合を除く。）中の者でない
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こと。 

(9) 山形市建設工事請負契約約款第４９条第１１号の規定に該当しない者であること。 

(10) 本件工事について、建設業法に基づく主任技術者又は監理技術者を配置できるととも

に、常駐の現場代理人を配置できること。なお、この場合における現場代理人と主任技

術者又は監理技術者は、兼務することができるものとする。 

(11) 入札に参加しようとする者の間で、一方の会社等の代表者が他方の会社等の代表者を  

現に兼ねていないこと。ただし、入札執行の完了に至るまでに上記の事実が判明した場

合において、これに該当する者のうち、一者を除く全ての者が入札を辞退したときは、

残る一者については入札参加者の資格があるものとする。 

４ 契約条項等を示す場所 

山形市役所９階 まちづくり政策部建設契約課 

５  入札保証金      免除する。 

６  契約保証金      契約金額の１００分の１０以上を納付すること。 

７  入札方法等 

  (1)  入札書は、本人又はその代理人が持参して提出すること。 

      なお、代理人が入札する場合は、入札前に委任状を提出すること。 

  (2)  入札書及び委任状は、Ａ４判とすること。 

  (3)  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当

する額を加算した金額（その金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の  

１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

  (4)  本件入札については、山形市最低制限価格制度を適用する。 

  (5)  入札執行に当たっては、次に掲げるものを提示すること。 

    ア  一般競争入札参加資格者証 

    イ  工事費内訳書 

    なお、上記のものを提示しない場合は、本件入札に参加することができない。 

８ 設計図書等に関する質問 

設計図書等に関する質問がある場合は、入札日の４日前日（土曜日、日曜日及び祝日を

除く。）の午後３時までにまちづくり政策部建設契約課に質問書を提出すること。 

９  入札の無効 

  (1)  この公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者又は虚偽の申請を行った者

のした入札、入札書の金額が工事費内訳書の積算金額と異なる入札その他入札に関する

条件に違反した入札は、これを無効とする。 

  (2) 入札参加者が営業停止処分又は指名停止の措置を受け、入札時点において営業停止又

は指名停止の期間中である場合は、その者のした入札は、これを無効とする。 

10  その他 

  (1)  設計図書の閲覧又は貸与は、公告した日から入札日の前日までまちづくり政策部建設
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契約課において行う。 

      なお、貸与を希望するものは、一般競争入札参加資格者証を提示し、確認を得てから

借受け、その期間は１日単位とし、当日中に返却すること。 

(2)  別記において前払金「あり」となっている工事のうち、契約金額が２００万円以上の

工事については、中間前払金の支払の対象とする。 

(3)  別記において部分払「あり」となっている工事については、複数年度にわたる工事（債

務負担行為に係る工事）を除き、中間前払金の支払の対象とならない。 

  (4)  入札参加者の連合その他の理由により入札を公正に執行することができないと認めら

れるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは

取りやめることがある。 

  (5)  落札者は、建設業法第２０条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影

響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるときは、落札決定の日から契約を締結

する日までの間に、発注者に対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報

と併せて通知すること。なお、通知書については、山形市のホームページに掲載する様

式に準じて作成すること。 

11  問合せ先 

    山形市旅篭町二丁目３番２５号 

    山形市まちづくり政策部建設契約課  電話０２３－６４１－１２１２（内線４６２・４６３番） 
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別    記 

 

１  入札に付する事項 

工事 

番号 

工   事   名 

工  期 入札参加資格 
予定価格(円) 

（税抜き） 

前払

金の

有無 

部分

払の

有無 
工  事  場  所 

 
 

     

 

 
 

     

 

 
 

     

 

 
 

     

 

 

２  入札執行の日時及び場所 

工事 

番号 
入   札   日   時 入   札   場   所 

      年   月   日(   )         時から  
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様式第２号（第４条関係）電子入札案件用 

 

山形市公告       

 

  下記のとおり、格付等級指定型条件付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１６７条の６及び山形市契約規則（昭和３９年市規則第１８号。以

下「規則」という。）第１８条の規定に基づき、公告する。 

 なお、この入札は、山形市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

執行する。 

 

          年    月    日 

 

                                           山 形 市 長        名                 印 

 

１  入札に付する事項 

  (1)  工事名 

  (2)  工事場所 

  (3)  工期 

  (4)  入札参加資格 

  (5)  予定価格  

  (6)  前払金の有無 

(7) 部分払の有無                    別記のとおり 

２  入札執行等の日時等 

  (1)  競争参加資格確認申請期間 

(2) 競争参加資格確認結果通知日 

(3) 入札書の受付期間 

(4) 開札日時 

３  入札参加者の資格 

  (1)  工事の請負に係る指名競争入札参加者の等級別格付に関する規程（昭和５７年市告示

第３５号）に基づく資格を有するものであること。 

  (2)  地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。 

  (3)  規則第２５条第２項の規定に基づき、競争入札参加資格者名簿に登載されていること。 

  (4)  本件工事に対応する工種に係る建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく建設

業の許可を受けていること。 

  (5)  山形市内に本店又は建設業の許可に係る営業所を有していること。 

  (6)  建設業法第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止の期間中でないこと。 

  (7)  山形市工事請負業者指名停止要綱（平成７年４月１日施行）に基づく指名停止の期間
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中でないこと。 

(8)  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続（同法に基づく更生計画

の認可の決定後である場合を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基

づく再生手続（同法に基づく再生計画の認可の決定後である場合を除く。）中の者でない

こと。 

(9) 山形市建設工事請負契約約款第４９条第１１号の規定に該当しない者であること。 

(10) 山形市電子入札運用基準（平成２２年４月１日施行。以下「運用基準」という。）第４

条第１項の規定に基づき電子入札システム（規則第１７条第３号に規定する電子入札シ

ステムをいう。以下同じ。）による利用者登録を行っている者又は運用基準第６条の規定

に基づき市長が認める紙入札参加者であること。 

(11) 本件工事について、建設業法に基づく主任技術者又は監理技術者を配置できるととも

に、常駐の現場代理人を配置できること。なお、この場合における現場代理人と主任技

術者又は監理技術者は、兼務することができるものとする。 

(12) 入札に参加しようとする者の間で、一方の会社等の代表者が他方の会社等の代表者を  

現に兼ねていないこと。ただし、入札執行の完了に至るまでに上記の事実が判明した場

合において、これに該当する者のうち、一者を除く全ての者が入札を辞退したときは、

残る一者については入札参加者の資格があるものとする。 

４ 契約条項等を示す場所 

  山形市役所９階 まちづくり政策部建設契約課 

５  入札保証金      免除する。 

６  契約保証金      契約金額の１００分の１０以上を納付すること。 

７  競争参加資格確認申請の手続等 

  (1)  本件入札に参加しようとする者は、電子入札システムにより競争参加資格確認申請書

を【別記の日時】まで送信し、入札参加資格の有無について確認を受けなければならな

い。 

 (2)  競争参加資格確認結果の通知は、【別記の日】までに通知する。 

８ 入札方法等 

(1)  入札は、電子入札システムにより入札金額、くじ入力番号（３桁の任意の数字）等必

要な事項を入力し、工事費内訳書を添付して送信すること。 

  (2)  落札決定に当たっては、入札書に入力又は記載された金額に当該金額の１００分の 

１０に相当する額を加算した金額（その金額に１円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の  

１１０分の１００に相当する金額を入札書に入力又は記載すること。 

  (3)  本件入札については、山形市最低制限価格制度を適用する。 

９ 紙入札の場合の手続 

 (1) 本件入札で紙入札を行うことができる者は、紙入札の承諾を得た者に限る。紙入札の

承諾手続は、運用基準により、「紙入札（見積り合わせ）参加承諾願」を【別記の日時】
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までにまちづくり政策部建設契約課に持参し提出すること。 

 (2) 紙入札に係る書類の提出方法 

ア 紙入札参加者の競争参加資格確認申請書の提出方法 

    紙入札参加者は、一般競争入札競争参加資格確認申請書をまちづくり政策部建設契約課

に持参し紙入札（見積り合わせ）参加承諾通知を提示の上、提出すること。 

   イ 紙入札参加者の入札方法等 

    紙入札においては、次の書類をまちづくり政策部建設契約課に持参し、紙入札（見積り

合わせ）参加承諾通知及び競争参加資格確認通知を提示し提出すること。 

   (ｱ) 入札書は、「入札書用封筒」に封かんの上、封筒の表面に「入札書」の文字、工事名、

住所及び商号又は名称を記載すること。 

   (ｲ) 工事費内訳書は、「工事費内訳書用封筒」に封かんの上、封筒の表面に「工事費内訳書

在中」の文字、工事名、商号又は名称、担当者名、電話番号及びＦＡＸ番号を記載するこ

と。 

10 設計図書等に関する質問 

設計図書等に関する質問がある場合は、入札開始日の３日前日（土曜日、日曜日及び祝

日を除く。）の午後３時までにまちづくり政策部建設契約課に質問書を提出すること。 

11  入札の無効 

  (1)  この公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者又は虚偽の申請を行った者

のした入札、入札書の金額が工事費内訳書の積算金額と異なる入札その他入札に関する

条件に違反した入札は、これを無効とする。 

  (2) 入札参加者が営業停止処分又は指名停止の措置を受け、入札時点において営業停止又

は指名停止の期間中である場合は、その者のした入札は、これを無効とする。 

12  その他 

  (1)  設計図書は、電子データにより閲覧に供する。 

なお、設計図書電子データの閲覧に係るインターネットサイトＵＲＬ及びパスワード

については、別記に示す格付等級及び本店所在地に該当する全ての者に対して、電子メ

ールで送付する。 

(2)  別記において前払金「あり」となっている工事のうち、契約金額が２００万円以上の

工事については、中間前払金の支払の対象とする。 

(3)  別記において部分払「あり」となっている工事については、複数年度にわたる工事（債

務負担行為に係る工事）を除き、中間前払金の支払の対象とならない。 

  (4)  入札参加者の連合その他の理由により入札を公正に執行することができないと認めら

れるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは

取りやめることがある。 

  (5)  落札者は、建設業法第２０条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影

響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるときは、落札決定の日から契約を締結

する日までの間に、発注者に対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報

と併せて通知すること。なお、通知書については、山形市のホームページに掲載する様
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式に準じて作成すること。 

13  問合せ先 

    山形市旅篭町二丁目３番２５号 

    山形市まちづくり政策部建設契約課  電話０２３－６４１－１２１２（内線４６２・４６３番） 
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別    記（電子入札案件） 
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様式第３号（第７条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○○年度一般競争入札参加資格者証 

相手方番号  

登録番号 
（電子入札登録用業者番号） 

 

資格者名 ○○建設 

住  所 山形市○○ 

ｅ－mail ○○＠○○ 

工  種 土木 建築 電気 管 舗装 

格  付 ○ ○ ○ ○ ○ 

許可種別 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ 

総合点数 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ 

発行日   ○○年○○月○○日 

                         山形市長 名         印 

 

【注意】 １ この証を紛失したときは、直ちにその旨を届け出ること。 

２ 上記表の格付欄の「－」とは、一般競争入札参加資格者証の対象とする格付を有し

ていないことを示す。 

３ 格付の有効期間 ：  年 月 日から 年 月 日まで（但し、期間中に格付基準

等の見直しを行う必要が生じた場合は変更になることがある。） 

 


